
フロン類の充塡、回収、再生、破壊

フロン類算定漏えい量の報告

 「管理者の判断基準」の遵守

算定漏えい量報告は、管理者が管理する業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）からの算定漏えい量
について、法人単位で報告するものです。　※業務用冷凍空調機器の使用等について約款に定めが
あるフランチャイズチェーンの場合は、チェーン全体で算定・報告することとなります。
算定漏えい量は、追加充塡した総量を漏えい量とみなすこととし、管理者は第一種フロン類充塡回
収業者が発行する充塡・回収証明書から漏えい量を算定します。
報告は、営んでいる事業を所管する大臣に対して行います。（翌年度の７月末日までに）

平
常
時
の
対
応

① 適切な場所への設置等
　・機器の損傷等を防止するため、適切な場所への設置・設置する環境の維持保全

② 機器の点検 ・全ての第一種特定製品を対象とした簡易点検の実施（３カ月に１回以上）
・一定の第一種特定製品について、専門知識を有する者による定期点検の実施

漏
え
い
発
見

時
の
対
応

③ 漏えい防止措置、修理しないままの充塡の原則禁止
・冷媒漏えいが確認された場合の点検、漏えい箇所の特定・修理
漏えい・故障を確認した場合は、修理を行うまでは原則フロン類の充塡禁止

④ 点検等の履歴の保存等
・適切な機器管理を行うため、機器の点検・修理、冷媒の充塡・回収等の履歴を記録・保存
・機器整備の際に、整備業者等の求めに応じて当該記録を開示すること

「管理者」とは、原則として、当該製品の所有権を有する企業・法人が該当します。ただし、例外と
して、契約書等の書面において保守・修繕の責務を所有者以外が負うとされている場合は、その
企業・法人が管理者となります。

整備時

法律上必要な定期点検の頻度

冷蔵機器及び冷凍機器

エアコンディショナー

製品区分 圧縮機に用いられる原動機の定格出力
又は圧縮機を駆動するエンジンの出力の区分 点検の頻度

※主な対象機器：別置型ショーケース、冷凍冷蔵ユニット、
冷凍冷蔵用チリングユニット

※主な対象機器：中央方式エアコン

※主な対象機器：大型店舗用エアコン、ビル用マルチエア
コン、ガスヒートポンプエアコン

１年に一回以上

１年に一回以上

３年に一回以上

7.5kW以上の機器

50kW以上の機器

7.5kW以上50kW未満の機器

回収証明書
充填証明書

再生証明書／破壊証明書

破壊証明書
再生証明書

第一種フロン類再生業者

第一種フロン類充塡回収業者（都道府県知事の登録業者）

機器のメンテナンス業者（第一種特定製品整備者）

フロン類破壊業者
（環境大臣・経済産業大臣の許可業者）

第一種フロン類再生業者が再生できなかったもの

充塡を行う場合 回収を行う場合

（環境大臣・経済産業大臣の許可業者）
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第一種特定製品の管理者  （整備の発注者）

廃棄時等

業務用冷凍空調機器の管理者による冷媒管理の徹底

再生証明書／破壊証明書

特定解体工事発注者
（事前確認に協力）

特定解体工事元請業者
（第一種特定製品の有無を事前に確認、発注者に書面で説明）

情報処理センターの活用について
第一種フロン類充塡回収業者は、充塡証明書・回収証明書発行に代えて、情報処理センターに充塡・
回収情報を登録する事が可能です。（その情報は管理者に電子的に通知されます。）
これにより、管理者には充塡量・回収量を電子的に管理できるというメリットがあります。
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計
結
果
を
通
知

算定漏えい量報告対象

・事業者の名称・所在地
・フロン類算定漏えい量
（CO₂換算、全国集計及び
都道府県別集計）

・一事業所で 1,000t-CO₂
以上の漏えいがある場合
は、当該事業所に関する
情報

等

報告項目

漏えい量報告対象外
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収
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報
告

通
知

事業者として全国
で 1,000t-CO2

以上の漏えいがあ
る場合

1,000t-CO2

未満の場合登録 通知

環
境・経
済
産
業
大
臣

報
告
内
容
に
つ
い
て
公
表

算定漏えい量（t-CO₂） ＝ Σ（フロン類の種類ごとの（（整備時充塡量（kg）－整備時回収量（kg））×GWP）） ／1,000

実漏えい量
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媒
充
塡・回
収
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の
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情報処理センター
※当該センターを活用したデータ集計が可能⎫｜⎬｜⎭
全事業者が漏えい量の把握、
報告の必要性判断等の対応が必要

機器本体の
流れ

再生証明書／破壊証明書

再生証明書／破壊証明書

引取証明書
引取証明書
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付
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付 回
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第一種特定製品の廃棄等実施者

交
付

委託確認書

第一種フロン類充塡回収業者へ
直接フロン類を引き渡す場合

第一種フロン類引渡受託者に
フロン類の引渡しを委託する場合

交
付

交
付

設備業者、解体業者、産廃業者、リサイクル業者等
（第一種フロン類引渡受託者）

第一種フロン類再生業者
（環境大臣・経済産業大臣の許可業者）

フロン類破壊業者
（環境大臣・経済産業大臣の許可業者）

破壊証明書

送
付

第一種フロン類充塡回収業者（都道府県知事の登録業者）

回
付

委託確認書

交
付

※運搬・設備・解体・
　産廃・リサイクル
　の業者等を経由
　することもある

回収依頼書

引取証明書の写し 第一種
特定製品

再生証明書

送
付

第一種フロン類再生業者が再生できなかったもの

第一種特定製品
引取等実施者

引取証明書の写し

交
付

事前確認書


